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2025年２月20日  

各  位 

会 社 名 株 式 会 社 ジ ェ ノ バ 

代表者名 代表取締役社長 戸 上  敏 

（コード番号：5570 東証グロース） 

問合せ先 経営企画室長 西 田 大 助 

TEL. 03-5209-6885 

 

業務提携の解消に関するお知らせ 
 

当社は、本日開催の取締役会において、下記のとおり、株式会社日立産機システム（所在：東京

都千代田区、取締役社長：竹内康浩、以下「日立産機システム」と言います。）との業務提携（以

下「本業務提携」と言います。）を解消することについて決議いたしましたので、お知らせいたし

ます。なお、本業務提携を解消した後も取引関係は継続する予定であり、これまで構築してきた信

頼関係をベースに、引き続き両社が事業発展に向けて協力していく方針です。 

 

 

記 

 

１．提携解消の理由 

  当社は、2021年６月30日に日立産機システムと業務提携を行いました。その内容は、日立産機

システムが、同社の商品に高精度測位情報サービスをパッケージ化して展開するサービスをスタ

ートさせるにあたり、当社が高精度の補正情報データを提供し、その側面から支援して、新たな

付加価値の創造と提供に向けた取り組みを進めていく、というものでした。 

しかしながら、パッケージ化の販売については、提携時に当初想定していた相乗効果を実現す

ることは難しい状況が続いておりました。 

そこで、当社からの申し出により協議をした結果、今後はこれまで両社で築き上げてきた良好

な関係を維持しつつも、従前のように両社がそれぞれのサービスを展開し事業の拡大を目指すこ

とが望ましいとの判断に至り、本業務提携を解消することといたしました。 

 

 

２．提携解消の内容 

  「１．提携解消の理由」で記載したとおり、パッケージ化したサービスの販売を推進する提携

を解消いたします。なお、日立産機システムは、現在、当社の普通株式1,000,000株（発行済株

式総数(自己株式を除く)の7.21％）を保有していますが、当該株式の全部を当社が自己株式とし

て取得することにより、本提携を解消いたします。当社の自己株式の取得に関しましては、本日

公表の「自己株式の取得および自己株式立会外買付取引（ＴｏＳＴＮｅＴ－３）による自己株式

の買付けに関するお知らせ」をご覧ください。 

 

 

３．提携解消の相手先の概要 

（１） 名 称 株式会社日立産機システム 

（２） 所 在 地 
東京都千代田区外神田一丁目５番１号 住友不動産秋葉原ファー

ストビル 

（３） 代表者の役職・氏名 取締役社長 兼 ＣＥＯ 竹内 康浩 

（４） 事 業 内 容 
産業電機の製造、販売、保守・サービス、システムソリューショ

ンなど 

（５） 資 本 金 100億円 

（６） 設 立 年 月 日 2002年４月１日 

（７） 大株主及び持株比率 株式会社日立製作所（100％） 
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（８） 
上場会社と当該会社 

と の 間 の 関 係 

資 本 関 係 
当社の普通株式1,000,000株（発行済株式総数(自

己株式を除く)の7.21％）を保有しております。 

人 的 関 係 該当事項はありません。 

取 引 関 係 
当社は当該会社の親会社の関連会社から通信機器

を購入しております。 

関連当事者へ 

の 該 当 状 況 
当社の関連当事者には該当いたしません。 

（９） 当該会社（単体）の最近３年間の経営成績及び財政状態 

決算期 2022年３期 2023年３期 2024年３期 

 純 資 産 93,575百万円 96,223百万円 110,487百万円 

 総 資 産 151,304百万円 153,342百万円 169,604百万円 

 １ 株 当 た り 純 資 産 17,892.06円 18,398.34円 21,125.80円 

 売 上 高 171,201百万円 186,337百万円 192,661百万円 

 営 業 利 益 16,160百万円 18,856百万円 21,337百万円 

 経 常 利 益 18,765百万円 20,554百万円 21,544百万円 

 当 期 純 利 益 12,570百万円 14,955百万円 20,125百万円 

 １株当たり当期純利益 12,570円 14,955円 20,125円 

 １ 株 当 た り 配 当 金 非公開情報のため非開示 

 

 

４．提携解消の日程 

（１） 取 締 役 会 決 議 日 2025年２月20日 

（２） 自 己 株 式 取 得 日 2025年２月21日 

（３） 本業務提携契約終了日 2025年２月28日 

 

 

５．今後の見通し 

 本件が、当社の2025年９月期の業績に与える影響は軽微です。 

 

 

 

以   上 

 

 


